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研究の背景	 

2 

! 第4次循環基本計画(2018年春に策定予定(研究開始時)) 
"  循環型社会形成推進に向けた循環指標の更なる改善の必要性 

! 指摘されている改善点 
※公募要領における行政ニーズ「新たな物質循環評価指標・手法の設計」等をもとに作成 

②ストックを有効
に活用するストッ
ク型社会に向けた
取り組みが益々重
要となっており、
その進捗を計測す
る指標が必要 

③個々の主体によ
る資源生産性向上
に向けた取り組み
(例えば、製造業
における取り組
み)を評価してい
くための適切な指
標が必要 

④低炭素と資源循
環などの異なる分
野の取り組みを統
合ないしは両立し
ていくことが求め
られており、その
ための適切な評価
指標が必要 

⑤間接的な資源消
費も含めて資源に
依存しない社会づ
くりを推進してい
くための指標が必
要	 

①物質フロー指標と取組指標の関連づけなされておらず、指標の過不足等が見え
にくいことから、いくつかの視点に基づく指標全体の整理・再構築が必要 
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研究の目的	 
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! 研究の構成と体制 

②ストック指標
としての物質寿
命の計測(国立環
境研究所･小口正弘) 	 

計測手法の開発
と事例研究 

③産業部門別
の資源生産性
指標(東京大学･
森口祐一) 

改良指標の提案
とその適用 

④低炭素と資
源循環の統合
指標(国立環境研
究所･藤井実) 

統合指標の提案
と事例研究	 

⑤TMR指標の新展
開(立命館大学･山末英
嗣/東京大学･梅田靖/アジ
ア経済研究所･小島道一) 

データベースの構築

と日本のTMR推計	 

①既存の指標体系の再構築(立命館大学･橋本征二) 
 

既存の指標群と本研究で新たに開発する指標をいくつかの視点から整理・体系化	 

【個別指標開発】	 

第4次循環基本計画への貢献や国際的な発信	 

既存の 
指標群 
(自治体 
や企業 
を含む)	 
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①既存の指標体系の再構築(立命館大学)	 
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! 成果	 
1)  第3次循環基本計画における指標体系の課題を整理し対応策を提案 
①政策と指標を関連づけること	 
　　　　　　　　　　第3章「循環型社会形成のための指標及び数値目標」 
　　　　　　　　　　第4・5章「各主体の役割」「国の取組」 

②「物質フロー指標」と「取組指標」を関連づけること	 
　第3次計画では「取組」がどう「物質フロー」を変えるのかの対応なし 
③国際発信に留意して日本の他の制度を見える化すること	 
　廃掃法、資源有効利用促進法、各種ﾘｻｲｸﾙ法等における指標の取り込み 

④「物質フロー指標」と「取組指標」を区別すること	 
　第3次計画では「取組指標」中に「物質フロー指標」と考えられるもの有り 
⑤SDGsにも対応し国際比較可能性に留意すること 
　特に「目標12．持続可能な生産消費形態を確保する」に関連する指標	 

第3次計画では 
対応なし	 

関連成果発表）橋本征二：廃棄物資源循環学会誌、28(6)、pp.463-473、2017 	 

いずれも第4次計画で採用または反映	 
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①既存の指標体系の再構築(立命館大学)	 
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入口　　　循環　　　出口	 

物質ライフサイクルの段階	 

! 成果(続き)	 

2)  指標体系と具体的な指標を当てはめた案を提案 

①政策と 
指標の 
関連づけ	 

全体 
 
政策A 
 
政策B 
 
政策C 

目標指標 
 
　 観測指標 
 
　　 目標指標 
 
　　　  観測指標 

政
策
の
項
目
	 

物質フロー指標　　　	 

取組指標	 

対応	 

②「物質フロー指標」と 
「取組指標」の関連づけ	 

関連成果発表）橋本征二：廃棄物資源循環学会誌、28(6)、pp.463-473、2017 	 

第4次計画では、 
# 主に｢政策の項目｣
と｢指標の種類｣で
体系づけ 

# 後者に｢代表指標｣
｢補助指標｣を導入 
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①既存の指標体系の再構築(立命館大学)	 
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! 成果(続き)	 

3)  自治体の計画で使用されている指
標のデータベースを作成 
"  抽出された指標は1600以上 
"  これをデータベースとして公
開することで、自治体の担当
者が活用可能に 

4)  二次資源の埋蔵量･ストック利用
効率等のストックに関連する個別
指標の適用可能性を検討 
"  二次資源の埋蔵量については、
銅･アルミ･亜鉛･白金を例に
適用可能であることを提示 

関連成果発表）Maung, K.N., et al: Environmental Science & Technology, 51(7), pp.3824–3832, 2017 
　　　　　　　Wang, T., et al.: Journal of Cleaner Production, 181, pp.498-507, 2018	 
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銅の二次埋蔵量の推計結果	 

分野ごとの指標の採用率	 
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物
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量

 

S(t)	 

②ストック指標としての物質寿命の計測(国立環境研究所)	 
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! 成果	 
1)  社会における「物質利用時間(物質寿命)」を計測する手法を開発 

2)   使用データにもとづき計測される「物質利用時間(物質寿命)」を4つに類型 

③新材としての利用時間	 ④再生材としての利用時間	 

①新材投入から再生利用を経て最終的に処分されるまでの総利用時間	 

物質投入量の
データ	 

物質ストック
量のデータ	 

① 新材	 新材＋再生材	 

② 新材＋再生材	 新材＋再生材	 

③ 新材	 新材	 

④ 再生材	 再生材	 
②投入から排出までの1回の利用時間(新材・再生材の平均利用期間)	 

寿命分布	 R(j) 
(残存割合分布)	 

物
質
投
入
量
	 

A(t)	 

物質ストック量の推計値 
(トップダウンによる推計) 

S(t) = Σ {A(t-j) x R(j)} 

物質ストック量の推計値 
(ボトムアップによる推計) 

S(t) = Σ {αi(t) × Ii(t)} 

一致する 
ように	  
R を決定	 

関連成果発表）小口正弘、橋本征二、平井満規：第29回廃棄物資源循環学会研究発表会、2018 
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②ストック指標としての物質寿命の計測(国立環境研究所)	 
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! 成果(続き)	 
3)  木材･プラスチック･鉄を題材に物質利用時間(物質寿命)を推計 

"  長期傾向としては、①総物質利用時間、②1回の物質利用時間ともに増加 
"  これらの物質が長く使われる(長く社会に留まる)ようになってきていること
を示唆 

関連成果発表）平井満規、小口正弘、橋本征二：環境科学会2018年大会、2018　【最優秀発表賞受賞】 
　　　　　　　Oguchi, M, S. Hashimoto, M.Hirai, I. Daigo: 10th Int. Conf. on Industrial Ecology, 2019 
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物質利用時間の推計結果	 

世界的も他に例がない	 



立命館大学　橋本征二	 

③産業部門別の資源生産性指標(東京大学)	 
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! 成果	 
1)  改良された算定方法を提案 
負値をとる
場合がある
ことが課題 

輸入依存度の高い部門が含まれ
る場合に、部門統合によって歪
みが生じていることを確認	 

分子を付加価値額、分母を国内
生産額によって誘発される物質
投入量とすることで解決	 

直接物質投入量(DMI)では、資源投入量を過小評
価する問題 

一次資源等価換算投入量(RMI)
がより適切	 

分子の候補	 分母の候補	 

国全体の資
源生産性指
標	 

国内生産額(TO) 
GDP(=ΣVAj)	 
	 

DMI(直接物質投入量) 
RMI(一次資源等価換算投入量) 
TMR(関与物質総量) 
DMC(DMIー輸出量) 
RMC(RMIー輸出関連RMI) 
TMC(TMRー輸出関連TMR) 

産業部門別
の資源生産
性指標 

国内生産額(TOj) 
付加価値額(VAj) 
最終需要額(FDj) 

左記に誘発されるDMI 
　　　〃　　　　RMI 
　　　〃　　　　TMR 

EUの指標やSDGsでは
DMC、RMC(MF)が用い
られているが、消費側で
はなく生産側からみるに
はDMI、RMIがより適切	 

従来の部門別指標では消
費側からみていたが、生
産側の視点を明らかにす
るために部門別付加価値
額に着目	 

関連成果発表）Zhang, Q., Y. Moriguchi: 13th International Conference on EcoBalance, 2018 	 

第4次計画で採用見込み	 
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③産業部門別の資源生産性指標(東京大学)	 
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! 成果	 
2)  産業部門別資源生産性指標を時系列で推計 

"  提案指標の評価でも各産業部門の変化の方向は従来指標と概ね一致したが、
定義変更(資源生産性の分母･分子)の影響で評価が大きく変わる部門あり 

"  産業連関表の基本分類でも分類が粗いことからRMIの影響を受ける非鉄金属
の分析には不十分、マテリアルフローコスト会計等にもとづく算定を推奨 

従来指標で
良い評価	 

新指標で
良い評価	 

従来指標でも悪化傾
向だったが提案指標
ではより顕著	 

従来指標では顕
著な改善傾向
だったが提案指
標ではそれほど
でも	 

提
案
指
標
	 

従来指標	 

※18部門での結果表示 
※バブルの大きさは各産
業の国内生産額が誘発
するRMIの対数	 

従来指標では若干悪
化傾向だったが提案
指標では改善傾向	 

関連成果発表）Zhang, Q., Y. Moriguchi: 13th Int. Conf. on EcoBalance, 2018 	 

産業部門別の各指標の改善率[1995-2011]の推計結果	 
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④低炭素と資源循環の統合指標(国立環境研究所)	 
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! 成果	 
1)  資源の占有に関する評価指標「Resources Time Footprint (RTF)」を提案 

関連成果発表）藤井実、孫露、林希一郎、大場真：第13回日本LCA学会研究発表会、2018	 

土地の占有	 

環境負荷収容力の占有	 

物質の占有	 

労働の占有	 

m2×年 / m2 

kg×年 / kg 

人×年 / 人 

kg / (kg/年) 

資源占有の時間 
フットプリント(年) 
　　　　＝占有量 / 容量 

日本の現状	 

100年	 
人の一生に近い100年分の 
機能提供(利用)を基準に分析 

100年以下が
持続可能であ
ることの目安	 

機
能	

全て時間の単位になることで比較･統合が可能に	 
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④低炭素と資源循環の統合指標(国立環境研究所)	 

12 

! 成果(続き) 
2)  焼却熱産業利用･カーシェアリング等の事例研究で指標の適用可能性を提示 

焼却炉を含む発電抽気蒸気の近隣工場での
利用のため導管を建設(100年継続) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
土地やCO2のRTF改善効果は数十年と大き
い一方、配管素材のRTFの増加はごく軽微	 

車を個人所有することから、4人によるシェ
アリングに変更(100年継続) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
シェアリングはいずれのRTFも改善、ただ
し車だけでは鉄のRTF改善は約2年と小さめ	 
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省エネ分換算 
木材50% 
太陽光50%	 

将来の土地占有回避	 鉄生産の化石燃料の
回避を土地に換算	 

鉄生産に伴う
CO2排出の回避	 
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⑤TMR指標の新展開(立命館大学･東京大学･アジア経済研究所)	 
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! 成果	 
1)  TMR(関与物質総量)係数･RME(一次等
価換算)係数を整備 
"  既存のTMR/RME係数を見直すとと
もに、900を超えるTMR/RME係数
を推計(一次資源及び二次資源) 

"  これをデータベースとして公開す
ることで、第4次計画の指標算定で
活用可能に 

2)  日本の国全体のTMRを推計 
"  日本のDMI(直接物質投入量)は減少
傾向である一方、TMRは増加傾向 

"  一般炭、液化天然ガス、レアメタ
ルなどの資源消費量やそのTMR係
数の増加が原因 

関連成果発表）山末英嗣、光斎翔貴、松八重一代、B.C. McLellan：日本LCA学会誌、14(2)、pp.146-157、2018 
　　　　　　　Yamasue, E., et al.: 13th International Conference on EcoBalance, 2018 
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DMIとTMRの推計結果	 

TMR/RME係数は第4次計画におけ
る下記指標の算定で活用可能 
# 金属資源のTMRベースの入口側の循
環利用率 

# 一次資源等価換算した資源生産性 
# 国民1人当たりの一次資源等価換算し

た天然資源等消費量 
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⑤TMR指標の新展開(立命館大学･東京大学･アジア経済研究所)	 
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! 成果(続き)	 
3)  主要な製品を対象に年間のTMR削減可能量を推計 
"  エアコンや普通乗用車で大きな削減ポテンシャル 
"  TMRは金属類のリサイクルの効果算定において意味ある活用が可能	 
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関連成果発表）山末英嗣、赤松玲華、J.C. Cravioto：第12回日本LCA学会研究発表会、2017 
　　　　　　　鷹田祐京、光斎翔貴、山末英嗣：第14回日本LCA学会研究発表会、2019	 
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一次資源利用　二次資源利用	 

電気電子	 
部品	 

ボディ	 

触媒	 

エンジン	 

年間のTMR削減可能量= 
　(TMR削減可能量)×(年間生産台数）	 

自動車のTMRの推計結果	 各製品の年間のTMR削減可能量の推計結果	 
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成果発表	 
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! 誌上発表　18件	 

! 口頭発表	 
"  国際学会　38件 

"  国内学会　39件 

International Society for Industrial Ecology (ISIE) Conference 
ISIE 6th Asia-Pacific Conference 
International Conference on EcoBalance 
International Conference on Resource Sustainability 
Annual IIES Science and Policy Workshop　　　　　　など	 

2016 

1 
2017 

5 
2018 

8 
2019 

4 

2016 

10 
2017 

12 
2018 

13 
2019 

3 

Environmental Science & Technology 
Resources, Conservation and Recycling 
Journal of Industrial Ecology 
Journal of Cleaner Production 
Science of the Total Environment 
廃棄物資源循環学会誌 
日本LCA学会誌 
エネルギー・資源　　　　　　　　　　など 

2016 

3  
2017 

16 
2018 

10 
2019 

10 

日本LCA学会研究発表会 
廃棄物資源循環学会研究発表会 
環境科学会大会 
エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス 
日本鉄鋼協会春季/秋季講演大会　　　　　　　　　など 
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! 検討会への研究成果のインプットと第4次計画への反映 
"  「第四次循環基本計画策定に向けた勉強会」 
　　2016年度計5回、橋本･森口が参画 
"  「循環基本計画分析･新指標検討ワーキンググループ」 
　　2016-2017年度計8回、橋本･森口･梅田が参画 
"  「第四次循環基本計画の目標値設定勉強会」 
　　2017年度計2回、橋本･森口が参画　　 

! データベースの公開 
"  地方自治体で活用できる指標データベース(公開予定) 
"  TMR/RMI関連指標の算定に活用できるTMR/RME係数データベース(公開済み↑) 

! 国際資源パネルへのインプット 
"  IRP「Assessing Global Resource Use」(2017) 
　　日本の指標群を先進事例として紹介 

ASSESSING  
GLOBAL RESOURCE USE 

A systems approach to resource  
efficiency and pollution reduction

AS
SE

SS
IN

G
 G

LO
BA

L 
RE

SO
U

RC
E 

U
SE

 - 
A 

sy
st

em
s 

ap
pr

oa
ch

 to
 re

so
ur

ce
 e

ffi
ci

en
cy

 a
nd

 p
ol

lu
tio

n 
re

du
ct

io
n

第4次計画へ反映	 

ASSESSING GLOBAL RESOURCE USE

52 

Governance solutions

BOX 3.2	 Indicators	and	targets	in	Japan’s	Sound	Material	Cycle	Policy

Japan’s first Fundamental Plan for Establishing a Sound Material Cycle Society (SMCS) was developed in 2003, together with quantitative targets 
for resource productivity, cyclical use rate and final disposal amount (Takiguchi and Takemoto, 2008). These three headline material flow indica-
tors monitor the overall performance of the country. So-called ‘effort indicators’ are also used for promoting concrete measures and evaluating the 
progress toward a Sound Material Cycle Society, some of which also have quantitative targets (See tables A2 and A3 in the Annex). The plan has 
been revised every five years and the current – third – plan consists of 13 material flow indicators and 41 effort indicators. Resource productivity 
of fossil fuels has been included since the second plan, to enhance synergies between material and climate policies. Indicators such as the ‘ratio 
of municipalities that adopted unit pricing for household waste’ and ‘power generation capacity of incineration facilities’ have been included to 
promote concrete actions at the municipal level. A variety of indicators are used to monitor the progress toward a Sound Material Cycle Society 
from multiple viewpoints and levels (See Japan’s Ministry of the Environment, 2013). The Central Environment Council of Japan discusses the 
level of targets and annually reviews progress by monitoring these indicators. As shown in figure 3.4, the targets of the three headline material flow 
indicators have been met. The review results are used to improve the programmes for establishing a Sound Material Cycle Society. Indicators and 
targets are also set under the Waste Management and Public Cleansing Act, as well as individual recycling laws for home appliances, construction 
materials and food waste.

22 For example, the UNEP-GRID (Global Resource Information Database) has been working towards applying the planetary boundary framework to the 
regional and national levels using footprints to describe production and consumption perspectives. More information is available at: http://bluedot.
world/.

The use of natural resources must be kept within a safe 
operating space. This means developing, respecting and 
governing low-risk thresholds for ecosystem services. 
While it may not be possible to increase the Earth’s abso-
lute carrying capacity, nature’s ability for the provision of 
ecosystem services can be supported so that the quality 
of everyday living can improve, resilience can be enhanced 
and future options expanded and reinforced (Birkeland, 
2008). It also means reducing environmental impacts 
of	resource	extraction,	use,	recycling	and	final	disposal	
towards acceptable levels across all scales.	Scientific	
evidence on where these levels are, such as the planetary 
boundaries determined by Rockström et al. (2009) and 
Steffen et al. (2015), how they relate to production and 
consumption processes22 at different scales (Häyhä et 
al., 2016) and how societies interpret and judge risk asso-
ciated with resource overuse and pollution, is needed to 
provide the basis for developing targets for benchmarking 
the sustainable use of natural resources (see, inter alia, 

O’Brien and Bringezu, 2017). Ultimately, such targets will 
require normative reflections of social acceptability of envi-
ronmental	change	and	may	not	be	based	on	pure	scientific	
deduction. This means that a discourse on potential tar-
gets, such as in of the context of SDGs, should be ongoing 
and part of a longer policy learning process.

To improve the knowledge base, sustainability criteria 
will have to be considered in a consistent and synergis-
tic way across different assessment levels. Consistency 
across scales is necessary to capture total natural 
resource use of lower scale actors and processes and to 
minimize problem shifting across sectors and regions. 
For instance, indicators of global resource use of cities 
or companies - such as their material footprint - need to 
be comparable with the same indicators applied at the 
national level (and vice versa) in order to facilitate the 
implementation of national targets. Data on economic 
sectors can also be used to inform decision-making 

FIGURE 3.4	 Trends	( )	and	targets	( )	of	three	headline	material	flow	indicators	in	Japan’s	Fundamental	Plan	for	
Establishing	a	Sound	Material	Cycle	Society

(a) Resource productivity (GDP/DMI) (b) Cyclical use rate (c) Final disposal amount

Source: Japan’s Ministry of the Environment 2013.
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主たるアウトプット	 主たるアウトカム/今後の展開	 
全体	 第4次計画の指標策定に貢献	 
①既存の指標
体系の再構築	 

ⓐ第3次計画における指標体系の課題
と対応策、新たな指標体系と指標案
を提案、ⓑ自治体の計画で使用され
ている指標のDBを作成	 

ⓐ提案の多くが第4次計画で採用、今
後は指標の簡素化に向けた作業も必
要、ⓑ自治体の計画策定におけるDB
の活用に向けてweb上に公開	 

②ストック指
標としての物
質寿命の計測	 

物質利用時間(物質寿命)の推計方法
を提案し、いくつかの素材を対象に
推計結果を提示(世界的にも他に例が
ない)	 

第4次計画で課題に挙げられているス
トック指標の候補として、第5次計画
に向けて更なる事例研究を実施、初
めての試みとして世界的にも発信 

③産業部門別
の資源生産性
指標	 

ⓐ従来指標の問題を改良し付加価値
とRMIに基づく指標を提案、ⓑボト
ムアップでの分析の必要性を提起 

ⓐ提案した指標は第4次計画において
採用見込み、ⓑマテリアルフローコ
スト会計等にもとづく分析の展開 

④低炭素と資
源循環の統合
指標	 

「占有時間」という視点から異なる
側面を統合化する手法を開発し、い
くつかの評価結果を提示	 

理解の容易さに向けた改善を行いつ
つ、環境･経済･社会の統合的取り組
みの評価指標の候補として継続研究	 

⑤TMR指標の
新展開	 

ⓐ様々な一次資源･二次資源のTMR/
RME係数を開発、ⓑリサイクルによ
りTMRを大きく減らせることを提示	 

ⓐ第4次計画における関連指標の算定
において開発した係数を活用、係数
の定期的な見直しの体制は要検討 


